
論文 中性化した試験体を用いた中性子回折法による鉄筋と接着系あと 
施工アンカーの引張応力度分布に関する研究 
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要旨：放射線の一つである中性子は，材料に照射して回折角を測ることにより，材料の弾性ひずみ量を非接

触で計測できることが知られている。この中性子による非接触計測技術である中性子回折法を利用して，コ

ンクリート内部における鉄筋の応力伝達メカニズムの解明が期待される。本研究では，鉄筋または接着系あ

と施工アンカーをコンクリートに埋め込んだ後に中性化させた小型の試験体を対象とする。鋼製バネを組み

込んだ加力治具によって試験体に一定の導入力を与えながら，中性子回折法を適用して，コンクリート内部

の鉄筋の引張応力度を計測し，その分布性状を把握・検討した。 
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1. はじめに 

 これまでの鉄筋の付着抵抗機構に関する研究では，離

散的に貼付されたひずみゲージにより，鉄筋のひずみを

計測し，ひずみから鉄筋の応力を推測する方法が取られ

ていた。その為従来の方法では，鉄筋の数点に貼付した

ひずみゲージから，鉄筋のひずみが離散的に分かるだけ

であり，ゲージ間の鉄筋のまわりの応力状態は，推定す

るしかなかった。また，ひずみゲージを表面に貼付する

と，鉄筋の付着性能自体に大きな影響を与えてしまう。 

 一方，中性子回折法は，中性子線の優れた透過能を活

かすことで，数 mm から数 cm オーダーの物質内部の応

力状態を非破壊・非接触で測定することができる唯一の

手段である。日本国内には，日本原子力研究開発機構の

研究用原子炉 JRR-3 に応力測定専用装置 RESA（写真－

1）および RESA-II が設置されており，様々な産業利用

や学術研究が行われている。そこで筆者らは，RESA を

用いてコンクリートに埋設された鉄筋の引張応力を直

接計測し，鉄筋の付着抵抗機構を検討してきた 1)，2)，3)。

文献 2）では，試験体を中性化し，さらに絶乾にするこ

とで水素原子量を可能な限り低減することで，RESA を

用いて精度良く鉄筋の引張力分布を計測出来ることを

明らかにした 2)。しかし，コンクリートのクリープ現象

により，計測中に鉄筋の導入力が低下し，一定応力下で

の鉄筋の引張応力度分布を計測することが出来なかっ

た。そこで本論文では，引張力導入部に鋼製バネを配し

て応力を一定に保てるように改良した加力装置による

計測結果を検討した。また，接着系アンカーを用いたあ

と施工アンカーの引張応力度分布についても同様に計

測を行った。 

 

2. 中性子応力測定の概要
4) 

結晶粒内には，原子が規則正しく整列しており，これ

ら原子は，多数の平行な面に属していると考えることが

できる。これを格子面（回折面）と呼び，この格子面が

多数重なった構造を結晶という。中性子線は個々の原子
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写真－1 RESA 装置概要 

 

 
図－1 計測方法の概要 
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に当たるとあらゆる方向に散乱されるが，式(1)に示すブ

ラッグの回折条件式を満足する場合に，それらの散乱線

が同位相になって相互に干渉し回折現象を生じる。 

λθ nd =sin2  (1) 

 

ここで，nを回折次数，dを格子面間隔，λを入射中性子

線の波長とする。また，θ はブラッグ角と呼ばれ，ブラ

ッグ角を 2 倍した 2θを回折角と称する（図－１参照）。 

例えば，材料に引張負荷が加わると，格子面間隔 dは

引張軸に沿って⊿d だけ大きくなる。この d の変化は，

式(1)を θで微分することにより，ブラッグ角の変化に置

き換えることが可能であり，その関係式は次式で表され

る。 

)22tan(
1

2
22

0

0

θ
θθε −

−=
Δ
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d
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すなわち，回折角 2θ の変化を測定することで格子ひず

みを評価することが可能となる。なお，ここで得られる

格子ひずみは弾性ひずみを示している。 

 

3. 試験体と加力・計測計画 

3.1 試験体概要 

試験体を図－2 に，加力治具を図－3 に示す。コンクリ

ート部分は，直径 50mm，長さ 400mm の円柱形である。

付着試験体（図－2(a)）は，中央に D10 の鉄筋が埋設さ

れている。コンクリートの導入力側の端部には定着を除去

したひずみ一定区間を 70mm 設けた。定着長は文献 5), 6) 

を参照し 300mm とした。あと施工アンカー試験体（図

－2(b)）は，円柱形コンクリートに内径 13mm，深さ 130mm

の孔をあと施工で設け，接着系アンカーとして D10 の鉄

筋を 120mm 埋め込んだ。両試験体ともロードセルを介し

て反力用の耐圧版に固定するため，D13 のねじ節鉄筋を

D10 に溶接した。 

コンクリートの調合強度は 34.5N/mm2で，骨材の最大

寸法は，10mm で調合した。コンクリートの調合表を表

 

(a) 付着試験体 

 
(b) あと施工アンカー試験体 

図－2 試験体概要 
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表－1 コンクリートの調合表 

単位質量 (kg/m3) 混和剤調
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水
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表－2 材齢 28 日でのコンクリートの材料強度等 

供試体の諸元 供試体 
No. 

養生方法
直径 (mm) 高さ (mm) 質量 (g)

圧縮強度 
(N/mm2) 

圧縮強度平均

(N/mm2) 

1 99.5 198.8 3613.6 43.1 

2 100.5 199.0 3647.6 40.7 

3 

水中 

99.8 196.0 3592.7 40.3 

41.4 

1 100.0 197.7 3493.8 40.9 

2 100.5 198.3 3555.1 44.2 

3 

水中 
(3日間)
→ 気乾 99.9 198.3 3555.1 41.0 

42.0 

－1 に，材齢 28 日での材料試験結果を表－2 に示す。付

着試験体は，材齢 9 日～24 日まで促進中性化を行い，材

齢 25 日～31 日まで乾燥炉で乾燥させた。あと施工アン

カー試験体は，材齢 8 日に削孔し，促進中性化の後に，

材齢 25 日～29 日で乾燥を行い，その後アンカー筋の打

設を行った。あと施工アンカー試験体に用いたカプセル

型の有機系樹脂は一般に用いられるもので，その主成分

は，ビスフェノールA型エポキシメタクリレート樹脂 10

～40（Wt%），スチレン 8～12（Wt%），過酸化ベンゾイル 

0～10（Wt%），および硫酸カルシウム（石膏）0～10（Wt%）

である。 

3.2 加力方法 

加力は引抜一方向とし荷重制御で行った。加力には，

図－2 に示すセンターホールジャッキを用いた。鉄筋に

導入した目標応力（以下，目標導入応力）は，付着試験

体ではクリープの影響をなるべく取り除くため，

250N/mm2，125N/mm2，20N/mm2 の順に３種類，あと施

工アンカー試験体では実験時間の都合で 250N/mm2 の１

種類である。 

鉄筋の作用応力を一定に保つため，材料寸法φ21mm，

コイル中心径 76mm，長さ 130mm，ばね定数 1245N/mm

の鋼製コイルばねを挟んだ。実験は，2009 年 3 月 3 日（材

齢 31 日）10 時より 6 日 9 時までの 71 時間において，東海村

原子力研究開発機構で行われた。 

図－4 に，RESA で計測中に間隔１分間でインターバ

ル測定した導入応力の推移を示す。応力導入部にばねを

用いたため，ほぼ一定の応力が作用していることが分か

る。付着試験体で 250N/mm2 を目

指した導入力では加力終了時点

（ 以 下 ， 実 測 導 入 応 力 ） で

240N/mm2，125N/mm2 を目指した

導 入 力 で は 実 測 導 入 応 力 は

138N/mm2，20N/mm2 を目指した

導 入 力 で は 実 測 導 入 応 力 は

18N/mm2，あと施工アンカー試験

体で 250N/mm2 を目指した導入力

では実測導入応力は 233N/mm2 で

あった。 

3.3 計測方法 

鉄筋の引張力は，ロードセルによ

り，データロガーを介して計測し

た。鉄筋の弾性ひずみは， RESA

を用いて計測した 1)。中性子回折

法により，鉄筋軸方向の αFe(110)の

格子ひずみ変化を測定した。中性

子線の回折角 2θは約 56 度である。

スリットの大きさは 3×15mm，ラ

ジアルコリメーターは 3mm，波長は 2Åとした。中性子

線の経路は図－5に示すようになる。本測定では，図－5
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図－4 ロードセルによる応力度の推移 
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に示すように，おおよそ“6.4mm×3.4mm（長さ方向）”

の領域内の平均的なひずみを測定しているため，測定位

置によっては，引張負荷中に応力特異場を生じる可能性

のある節部分も含めた平均ひずみを測定することにな

る。ひずみ測定点は，付着試験体では付着なし区間 2mm

（目標導入応力 250N/mm2 のみ 10mm）と付着あり区間

約 120mm を，目標導入応力 250N/mm2では１mm 刻みで，

125N/mm2，20N/mm2では 2mm 刻みで計測した。各点で

の計測時間は 8 分とした。あと施工アンカー試験体では，

端部から 130mm 分を 2mm 刻みで，各計測点は，樹脂の

中性子透過性が良くないことを考慮して，計測時間を 20

分とした。 

図－6 に RESA による計測結果の一例を示す。ピーク

の値は高く，また相対的にバックグラウンドも低い。そ

の為，全ての点での計測結果を直接 Gauss 分布に近似し

て，ピークでの 2θを計測した。 

鉄筋の弾性ひずみ分は式(2)を用いて計算される。ここ

で，2θ0は無負荷時の回折ピーク強度での回折角である。

また，式(2)を用いて求めた弾性ひずみ ε に，110 回折の

ヤング係数 E（=2.25×105 N/mm2）を乗じて応力度を算

出する。ここで，2θ0 は，同一ロットの鉄筋について無

負荷な状態で 2 点を 30 分間計測し，その後，位置を 1mm

ずつずらしながら 3 点を各 10 分計測したときの回折角

（58.533 度，58.544 度，58.542 度，58.536 度，58.530 度）

の平均値 58.537 度を用いた。 

 

4. 実験結果とその考察 

図－7～図－9 に付着試験体でそれぞれ，目標導入応力

250N/mm2，125N/mm2，および 20N/mm2での計測結果か

ら求めた各測定点での鉄筋の引張応力度を示す。また，

図－10 にあと施工アンカー試験体で目標導入応力

250N/mm2 での計測結果から求めた各測定点での鉄筋の

引張応力度を示す。鉄筋の付着域で距離に応じて引張応

力度が低下していることが分かる。また，40N/mm2程度

の幅のばらつきがあることも分かる。これは，骨材とセ

メント部の中性子吸収率の差と，骨材の分散状態の影響

によるものと考えられる。 

 付着試験体の目標導入応力 125N/mm2 の試験体の場合

では，およそ 50mm まで引張応力度がほぼ一定，つまり

付着力がほぼ 0 となっている区間がある。これは，目標

導入応力 250N/mm2 を最初に導入したため，この 50mm

の区間で徐々に付着が失われたと考えられる。なお，計

測は付着開始区間から実施したため，目標導入応力

250N/mm2 加力時には比較的早い段階で計測が行われた

区間であり，図－7 では当該区間における付着喪失傾向

は見受けられなかった。20N/mm2導入時には，端部での

引張力計測値は，実測導入応力と一致していないが，

250N/mm2 および 125N/mm2 導入時では，端部での引張

応力計測値は実測導入応力と良好に一致している。 

 あと施工アンカー試験体では，端部での引張力計測値

が導入力を下回っている。これは，樹脂による中性子透

過率の低下や樹脂部への引張応力の伝達，アンカー打設

精度等の影響が考えられるが，今後の検討が必要である。

定着長についても，付着試験体よりも短く見受けられる。 

 計測結果から，40N/mm2 程度の幅のばらつきを分離し

て定着長さの傾向を検討するために，計測結果の Wavelet

変換 1), 2), 7)を試みた。変換では，1mm の長さを 1sec 刻み

の時刻歴データと見なして，Wavelet 変換を適用した。

そのため，分解された各ランクとナイキスト周波数およ

び周期の関係は，表－3 のようになる。観測記録からラ

ンク 1～3 の成分（T=4～16mm）を除去した結果を図－

11 に示す。なお，実際には応力導入側の端部の応力値は

0 ではないが，Wavelet 変換の特性から，一部成分を除去

したために，応力導入側の端部近傍で 0 点を指向する傾

向を示している。 

図－11 より，付着試験体では，目標導入応力 250N/mm2 

導入時には定着長がおよそ 100mm であること，目標導
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図－5 中性子線の経路 
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図－6 計測結果の一例 
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入応力 125N/mm2導入時では，およそ 50mm を超えたと

ころから，250N/mm2 導入時と同じ曲線となっているこ

とが分かる。これは，導入応力が異なっても，等しい平

均付着応力度を示していることとなる。目標導入応力

20N/mm2導入時では，ばらつきの方が大きく，引張力が

ほぼ 0 付近となっている。 

一方，あと施工アンカー試験体では，0～20mm 付近ま

では Wavelet 変換で一部成分を除去した影響が大きく見

受けられるが，20mm 以降に注目すると，およそ 72mm

付近で引張応力が 0 となっていることが分かる。 

 付着試験体で目標導入応力 250N/mm2 導入時の 20mm

～80mm 間のランク 1～3 の成分を図－12 に示す。図か

ら，40N/mm2 程度の幅のばらつき部分に，節の影響（節

間隔 6mm）等の有意な周期性は認められなかった。その

為，このばらつきは骨材等の影響で，図－6 に示すピー

クプロファイルが不安定になった為と考えられる。 

 以上のように，付着試験体の鉄筋の引張応力計測から，

主筋の実測導入応力が 240N/mm2では定着長が約 100mm
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図－7 算出した応力度（目標導入応力 250N/mm2
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図－8 算出した応力度（目標導入応力 125N/mm2
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図－9 算出した応力度（目標導入応力 20N/mm2
） 
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図－10 算出した応力度（あと施工アンカー試験体， 

 目標導入応力 250N/mm2
） 
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図－11 計測された応力(ランク 1～3 成分を除去) 

 

表－3 各分解ランクと Nyquist 周波数 
Rank Num. of Data Δt Nyquist T 

0 1 1   
1 2 2 0.25 4 
2 4 4 0.125 8 
3 8 8 0.0625 16 
4 16 16 0.03125 32 
5 32 32 0.01562 64 
6 64 64 0.00781 128 
7 128 128 0.00390 256 
8 256 256 0.00195 512 

                         Δt ：刻み長さ，T：周期 
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であることが分かった。文献 2)で示した結果は 75mm で

あったが，これは加力中に導入応力が 205.9N/mm2 から

154.4N/mm2に低下したためであったと考えられる。D10

の公称断面積が 71mm2，周長が 30mm であることから，

鉄筋とコンクリートの間の平均付着応力度τ は，  

 

2
22

68.5
10030

71240 mmN
mmmm
mmmmN

=
×

×
=τ  

 

となる。 

また，あと施工アンカー試験体では，アンカー筋の実

測導入応力 233N/mm2では定着長が 72mm であることが

分かった。アンカー筋と周辺の接着剤との間の平均付着

応力度τ は， 

 

2
22

66.7
7230

71233 mmN
mmmm
mmmmN

=
×
×

=τ  

 

となり，付着試験体よりも高い値となる。一方，図－11

で 20mm 以遠を見ると，あと施工アンカー試験体と付着

試験体の引張力の傾きは大きくは異なっていない。平均

付着応力度があと施工アンカー試験体で大きくなった

のは，特に付着開始点近傍の引張応力度分布の影響と考

えられ，今後更に詳細に計測する必要がある。なお，ア

ンカー用の削孔の径が 13mm のため，径を 13mm として

接着剤とコンクリートの間の平均付着応力度を計算す

ると， 

 

2
22

63.5
7213
71233 mmN
mmmm
mmmmN

=
××
×

=
π

τ  

  

となり，平均付着応力度は付着試験体の鉄筋とコンクリ

ートの間の平均付着応力度ほぼ同じ値となる。 

 
5. 終わりに 

鉄筋の付着応力度分布を検討するために，中性子回折

法を用いて実験を実施した。得られた知見を以下に示す。 

• 試験体を中性化した後に，絶乾状態とすると中性子は

良好に透過する。 

• 鋼製バネを加力装置に組み込むことで，長時間にわた

って導入力をほぼ一定に保持することが出来た。 

• 導入軸力は異なっても鉄筋に作用する平均付着応力

度は一定であり，5.68N/mm2 であった。 

• 実測導入応力が 233N/mm2で，接着系アンカーを用い

たあと施工アンカーの定着部における鉄筋と接着剤

の平均付着応力度は 7.66N/mm2，コンクリートと接着

剤の平均付着応力度は 5.63N/mm2となった。 
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